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○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ３０％減算 ３０％減算 ３０％減算 [注５] ３０％減算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １０％減算 １０％減算 １０％減算 １０％減算 １０％減算

身体介護 あり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ３０％減算 ３０％減算 ３０％減算 [注５] ３０％減算  ３０％減算

身体介護 なし ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １０％減算 １０％減算 １０％減算 １０％減算 １０％減算  １０％減算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １０％減算 １０％減算 １０％減算 １０％減算 １０％減算  １０％減算

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○

[注６]
○

[注８] [注8] [注8] [注8] [注8] [注8] [注8] [注7] [注7] 　

[注９] [注９] [注９] [注９] [注９] [注９] [注９]
１０％減算

[注９]
１０％減算

[注９]
１０％減算

[注９] ○
１０％減算

[注９]
[注11] ○

  [注１]   看護師（准看護師を含む。）の資格を有する者は居宅介護従業者養成研修の１級課程の修了の要件を満たすものとする。
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  [注10]　平成１８年９月３０日において、従来の視覚障害者、全身性障害者、知的障害者外出介護従業者養成研修を修了した者又は受講中の者であって、平成１８年１０月１日
　　　　　  以降、当該研修を修了した者
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　[注８]　令和９年３月３１日までの間は、令和３年３月３１日において当該資格を有したうえで知的障害者（児）又は精神障害者の直接支援業務に２年以上（３６０日以上）
            従事した者は、行動援護のホームヘルパー要件を満たしているものとする。

　[注９]　当該資格を有したうえで視覚障害者・児の福祉に関する事業に直接処遇職員として１年以上（１８０日以上）従事した者

  [注11]　「旧視覚障害者外出介護従業者養成研修」を有したうえで、視覚障害者・児の福祉に関する事業に直接処遇職員として１年以上（１８０日以上）従事した者

　[注２]　平成１８年９月３０日までの間に従前の知的障害者外出介護従事者養成研修課程を修了した者を含む。

　[注３]　平成１８年９月３０日までの間に従前の日常生活支援従事者養成研修を修了した者を含む。

　[注４]　「みなし証明者」とは、支援費制度以前のサービス従事経験がある者で、必要な知識及び技術を有することを都道府県知事が証明した者

　[注５]　身体障害者の直接支援業務の従事経験を有する者となり、所要時間３時間未満の場合は重度訪問介護サービス費の所定単位数を算定、所要時間３時間以上の場合
　　　　　 は 6３８単位に所要時間 ３時間から計算して所要時間 30分を増すごとに8６単位を加算した単位数

　[注６]　加算対象者に対してのサービス提供については、重度訪問介護従事者養成研修追加課程又は重度訪問介護従業者養成研修統合課程の修了者であることが必要となる。
　　　　　　※加算対象者：重度障害者等包括支援サービス費に規定する利用者の支援の度合に相当する心身の状態にある者

　[注７]　知的障害者（児）又は精神障害者の直接支援業務に１年以上（１８０日以上）従事した者

サービス提供者

障害者総合支援法におけるホームヘルパー従事要件等について（令和７年４月から）

サービス種別


